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《WLJ 判例コラム》第 111 号 

 

仲裁法４４条１項の公序違反（8号）と仲裁手続違背（6号）を理由に 

仲裁判断の取消しを申し立てた事例（消極） 

～東京高裁平成 28年 8月 19日決定1～ 

 

文献番号 2017WLJCC019 

同志社大学 教授 

高杉  直 

 

１．はじめに 
 

 ２０２０年の東京オリンピックでのスポーツ仲裁等をも見据えて、東京に「国際仲裁センター」

を設置するプロジェクトが進んでいる（姉妹施設として、京都に「国際調停センター」も設置さ

れる予定である）。日本国内に仲裁・調停センターができれば、シンガポールや香港まで行かずと

も日本国内で紛争解決を図ることが可能となるため、日本の企業にとっても利益となろう。 

 周知の通り、仲裁は、国際取引紛争の主たる解決方法であり、国際契約中で仲裁条項を定める

ことも多い。仲裁の特徴の１つは、裁判所ではなく当事者によって選ばれた民間人（仲裁人）が

判断を行う点にある。しかも、仲裁人がした判断（仲裁判断）は、その国において判決と同様の

効力を有するだけでなく、世界各国が加盟している１９５８年「外国仲裁判断の承認及び執行に

関する条約」（NY 条約）によって、世界中で強制執行が可能である（これに対して裁判所の下し

た判決は、原則として他国で強制執行できない）。 

 このような強力な紛争解決手段である仲裁について、各国が自国の判決と同様の効力を認めて

いるのは、仲裁人が裁判官と同様に独立・公正で、仲裁手続も裁判手続と同様に公平・適正であ

るとの前提があるからである。そして、このような仲裁人・仲裁手続の監督については、仲裁地

の所属国が担当するという建前がとられている。仲裁判断の取消申立てができるのも、原則とし

て、仲裁地国の裁判所においてだけである（森下哲朗「仲裁判断の取消し」谷口安平＝鈴木五十

三編集代表『国際商事仲裁の法と実務』（丸善雄松堂、2016）385頁、398頁以下を参照）。 

 本件は、仲裁地である日本の裁判所に仲裁判断の取消しが申し立てられた事案である。日本の

仲裁法４４条１項は、「仲裁廷の構成又は仲裁手続が、日本の法令（その法令の公の秩序に関しな

い規定に関する事項について当事者間に合意があるときは、当該合意）に違反するものであった

こと」（6 号）や、「仲裁判断の内容が、日本における公の秩序又は善良の風俗に反すること」（8

号）を取消事由としている。 
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２．事実の概要 
 

 本件は、日本法人Ｘ（取消申立人・抗告人）と外国法人Ｙ（執行申立人・相手方）の間におけ

る一般社団法人日本商事仲裁協会○○号仲裁事件（本件仲裁事件）について、本件仲裁廷が平成

２６年１０月２８日付けでした本件仲裁判断につき、Ｘが本件仲裁判断の取消しを申し立て、Ｙ

が本件仲裁判断の執行決定を申し立てた事案である。 

（１）事実 

 Ｘは、その親会社Ａの製品（ａ製品）を販売する会社であるが、平成１０年、外国法人ｄ（訴

外）との間で、欧州の複数か国におけるａ製品の独占的販売権を付与する旨の販売店契約を締結

した。平成２１年、Ｘはｄ社との契約から、英国及びアイルランド(英国等)を同契約の対象地域

から除外した。 

 平成２２年１月１８日付けで、ＸはＹとの間で、英国等を販売地域とする独占的販売権（本件

販売権）をＹに与える旨の販売店契約（本件契約）を締結した（本件契約には、最低購入数量や

本件仲裁合意も定められていた）。Ｘが平成２４年１２月２０日付けで、本件契約を解除したため、

Ｙは、本件仲裁合意に基づき、本件契約上の義務違反及び本件契約の不当解除に基づく損害賠償

金の支払等を求めて仲裁申立てをした。 

 本件仲裁事件では、言語を英語、日本法を準拠法として、仲裁人Ｃを単独の仲裁人とする仲裁

廷（本件仲裁廷）のもとで審理が行われ、平成２６年９月２日付けで手続が終結し、本件仲裁廷

は、［ア］ＸがＹに対して本件販売権を付与するという本件契約上の義務（本件義務）に違反した

こと、［イ］Ｘの本件契約の解除理由は、本件契約が規定する最低購入数量をＹが達成できなかっ

たこと(本件数量未達成)であるが、Ｘが本件義務に違反したこと等からすると、本件数量未達成

を理由とする本件解除は不当であり、信義則に違反して無効であることを認定した上で、ＸがＹ

に対して、本件契約の不当解除に係る損害賠償金及び本件義務違反に係る損害賠償金などを支払

うことを命ずる仲裁判断（本件仲裁判断）を平成２６年１０月２８日付けでした。 

 これに対し、東京地裁において、Ｘが本件仲裁判断についてその取消しを、Ｙがその執行決定

を、それぞれ申し立てた。主たる争点は、本件仲裁判断が、ＥＵ競争法等の強行法規に違反し、

又は、準拠法である日本法の解釈を誤った結果、当事者間の権利義務の内容を誤認するものであ

り、６号又は８号の取消事由があるといえるか否かであった(他の争点については本稿では省略す

る)。 

（２）東京地裁平成 28年 2月 17日決定 

 東京地裁平成 28年 2月 17日決定（2016WLJPCA02176008）は、次のとおり判示し、本件仲裁判

断には、６号及び８号の取消事由が存在するとは認められないとし、Ｘの本件取消申立てを棄却

し、Ｙの本件執行申立てを認容した。 

「（１） 仲裁手続が当事者の合意を基礎とする裁判外紛争解決手続であって、上訴手続が予定さ
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れているものではなく、その判断は最終的なものとして位置付けられていることから、仲裁法４

４条１項８号は、仲裁判断によって実現される法的結果が日本における公序良俗に反すると認め

られる場合に限り、裁判所による仲裁判断の取消しを認めているのであって、単に仲裁廷による

事実認定又は法的判断が不合理であるにすぎない場合には、仲裁判断の取消しが認められる余地

はない。 

 （２） 本件仲裁判断がＥＵ競争法等の強行法規に違反するものであり、６号又は８号の取消事

由があるといえるか否か 

  ア Ｘは、本件仲裁判断について、①Ｘが、Ｙに対して本件販売権を付与したことにより、

ａ製品の積極的販売だけではなく、受動的販売も防止する義務を負ったと認定し、さらに、②仮

に、受動的販売を防止する義務を負わないとしても、本件販売行為が受動的販売であることにつ

いてＸに証明責任を課した上で、この事実を証明したことが認められないとして、Ｘが本件義務

に違反したと判断するところ、これは、ＥＵ競争法や準拠法である日本法の解釈を誤ったもので

あり、この判断に従った結論を維持することは、ＥＵ競争法や独占禁止法といった強行法規によ

る公序に違反するとともに、手続的公序にも違反すると主張する。 

  イ そもそも、本件仲裁判断の内容がＥＵ競争法に違反し、又は日本法の解釈を誤っている

としても、直ちに日本における公序良俗違反に該当するわけではない。 

 そして、……本件仲裁判断は、Ｘが受動的販売を防止する義務を負わず、本件販売行為が受動

的販売であるから本件契約上の義務違反はないというＸの主張に対し、契約書の記載内容などか

ら本件契約を解釈して、受動的販売は本件販売権付与の例外ではないと認定し〈略〉、仮に、本件

販売行為が受動的販売であることがＸにとって有効な防御方法になるとしても、その証明責任は

Ｘにあると認定した上で、証拠等によればＸが上記事実を証明したことが認められないと判断し

て〈略〉、Ｘが本件契約上の義務に違反したという結論を導いた〈略〉。このように、本件仲裁判

断は、仮に、Ｘが受動的販売の防止義務を負わないとしても、本件販売行為が受動的販売に該当

するとの証明がないため、本件契約上の義務に違反すると判断しており、受動的販売を防止する

義務の有無にかかわらず、受動的販売に該当するとの証明がない以上、本件販売行為が本件契約

上の義務に違反するとしているのであって、Ｘが受動的販売を防止する義務を負うことから本件

契約上の義務違反という結論を導いたわけではない。  

 そうすると、Ｘが受動的販売を防止する義務を負うとの判断がＥＵ競争法に違反し、又は日本

法の解釈として誤っているとしても、その判断がこの点に関する結論に直結するものではない以

上、本件仲裁判断によって実現される法的結果が日本における公序良俗に反するとはいえない。 

  ウ Ｘは、ＥＵ競争法上、供給者が販売店による販売の性質を詳細に監視することが制限さ

れているから、本件仲裁判断が、Ｘがｄ社による販売活動を監視することができるという前提で、

Ｘに対して受動的販売該当性の証明責任を負わせることはＥＵ競争法に違反すると主張し、Ｄ教

授の意見書〈略〉中にはこれに沿う部分がある。また、Ｅ教授の意見書〈略〉中には、本件仲裁
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判断は、日本法の下における証明責任に関する判断を著しく誤ったとする部分がある。 

 確かに、Ｘの主張する上記の事情は、受動的販売該当性等に関する証明責任の分配を決定する

際の考慮要素となり得る。しかし、日本法を準拠法とする本件仲裁事件の審理に当たっては、上

記の事情のみによって証明責任の分配を決定しなければならないわけではない。そして、本件仲

裁判断は、本件契約書上、受動的販売が本件販売権付与の例外として規定されていないこと等か

ら受動的販売該当性の証明責任をＸに負わせるべきであると判断したものであって〈略〉、相応の

合理性を有するものであるから、仮に、受動的販売該当性の証明責任をＸに負わせることがＥＵ

競争法に違反するとしても、この判断が直ちに日本における公序良俗に違反するとはいえないし、

この判断が日本法の下における証明責任に関する判断と異なるから公序良俗に違反するともいえ

ない。  

  エ また、独占禁止法は、需要者が日本国内に所在する市場に対して適用されるものである

ところ、本件販売権による販売地域は英国等のみであり、日本は含まれないから、本件について、

独占禁止法違反は問題にならない〈略〉。 

  オ よって、Ｘの主張する８号の取消事由は認められず、また、本件仲裁手続についての法

令違反は認められないから、６号の取消事由も認められない。」 

 そこでＸが抗告したのが本件である。 

 

 

３．判旨 
 

 抗告棄却。 

「 ア Ｘは、ＥＵ競争法及び独占禁止法の強行法的定めが日本の公序を形成していることを前

提として、本件仲裁判断が、本件契約の合意内容につきＥＵ競争法の強行法的定めに反する解釈

をしていること、その判断に重大な論理矛盾があることが、日本の公序に反するから、８号の取

消事由があると主張する。 

 この点、仲裁判断の内容が公序良俗に反するか否かは、公序良俗に当たる法規の適用の有無に

よるのではなく、適用の結果が公序良俗に反するか否かによって判断すべきであるから、仲裁人

が準拠すべき実体法に違背したことや強行法規に違背したことが全てその取消原因となるもので

はない。しかるところ、もとより、ＥＵ競争法の強行法的定めが、直ちにその適用のない日本の

公序を形成しているということはできないし、本件販売権による販売地域を英国等のみとする本

件契約に独占禁止法の適用はないから、本件販売権の付与に関し独占禁止法違反は問題とならな

い。したがって、Ｘの上記主張は前提を欠いているといわざるを得ない。この点をおくとしても、

……原決定の説示〈略〉のとおり、本件仲裁判断は、本件契約について受動的販売は本件販売権

付与の例外ではないと解釈したものの、同解釈を直接適用して、受動的販売を阻止しなかったこ

とがＸの本件契約上の義務違反であるとはしておらず、本件販売行為が受動的販売であることを
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Ｘが立証すべきであるにもかかわらず、その立証をしなかったため、本件販売行為が本件契約で

禁止される積極的販売（積極的販売の規制はＥＵ競争法上も許容されている。）に当たると認定し

て上記の結論を導いたものと認められる。また、仮に本件仲裁判断が本件契約の合意内容につい

てＥＵ競争法等の強行法規に違反する解釈をしたとしても、それは、結論に影響しない契約の解

釈の誤りにすぎないというべきである。そうすると、本件契約について、受動的販売が本件販売

権付与の例外ではないと解釈することがＥＵ競争法等の強行法規に違反するものであったとして

も、その適用の結果が日本の公序良俗に反することにはならない。 

 また、本件仲裁判断は、上記のとおり、受動的販売が本件販売権付与の例外ではないと認める

ことができるとしたが、この契約解釈を直接適用してＸの本件契約上の義務違反の結論を導いて

はおらず、念のために、本件販売行為が受動的販売行為であれば、Ｘの有効な防御方法たり得る

ことを前提として、その存否を判断し、結果として本件販売行為が本件契約で禁止される積極的

販売に当たると認定したものであり、その判断過程には何らの論理矛盾はない。 

 したがって、Ｘの上記主張は採用できない。 

  イ 続いて、Ｘは、本件仲裁判断の立証責任の分担に関する判断部分が誤っており、６号又

は８号の取消事由があると主張する。 

 しかし、本件販売行為が受動的販売行為であるかどうかについての立証責任の分配に係る解釈

の当否は、実体判断の問題に帰するのであり、その解釈に誤りがあったとしても、仲裁手続の日

本の法令違反として６号の取消事由に当たるものではないし、８号の取消事由に当たらないこと

も明らかである。 

 なお、本件仲裁判断中の上記主張に関する部分の説示は、関係証拠により本件販売行為が契約

により禁止される積極的販売行為に当たることが一応推定されるとの判断を前提として、本件販

売行為が受動的販売行為であることをＸにおいて反証すべきであるとの趣旨とも解され、相応の

合理性が認められるというべきである。 

 以上により、Ｘの上記主張は採用できない。」 

 

 

４．本決定の意義 
 

 本決定は、①仲裁法４４条１項８号の「公序」に関して「仲裁判断の内容が公序良俗に反する

か否かは、公序良俗に当たる法規の適用の有無によるのではなく、適用の結果が公序良俗に反す

るか否かによって判断すべきであるから、仲裁人が準拠すべき実体法に違背したことや強行法規

に違背したことが全てその取消原因となるものではない」と判示した点、②同６号の「仲裁手続

が、日本の法令……に違反」に関して、「立証責任の分配に係る解釈の当否は、実体判断の問題に

帰するのであり、その解釈に誤りがあったとしても、仲裁手続の日本の法令違反として６号の取

消事由に当たるものではない」と判示した点に、その意義を有する。 
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 第１に、仲裁法４４条１項８号の「公序」につき、強行法規の適用の有無を基準とする説もあ

るが、本決定は、強行法規の適用結果を基準とする説を採用することを明らかにした。学説上の

多数説に従うものであって妥当である（学説上の議論につき、小島武司＝猪股孝史『仲裁法』（日

本評論社、2014）517頁-518頁を参照）。 

 第２に、本件では、公序違反としてＥＵ競争法違反が主張された。競争法違反については、多

くの国でも基本的な法原則と考えられており、公序に該当し得ることが指摘されている（例えば、

ＮＹ条約の公序に関して、H. Kronke et al eds. , Recognition and Enforcement of Foreign 

Arbitral Awards: A Global Commentary on the New York Convention (Kluwer, 2010)、 382頁

以下や、R. Wolff ed. , New York Convention: Convention on the Recognition and Enforcement 

of Foreign Arbitral Awards of 10 June 1958 - Commentary (Beck, 2012)435 頁を参照。日本

法の解釈論については、中村達也『仲裁法の論点』（成文堂、2017）53 頁以下の「第 3 章 独占

禁止法と仲裁——仲裁可能性（仲裁適格）と仲裁判断の実体的公序審査」を参照）。しかし、仲裁法

４４条１項８号の「公序」は、「日本」の公序であるから、問題となるのは日本の独占禁止法違反

であって、外国競争法違反が直ちに日本の公序違反となるわけではない。「もとより、ＥＵ競争法

の強行法的定めが、直ちにその適用のない日本の公序を形成しているということはできないし、

本件販売権による販売地域を英国等のみとする本件契約に独占禁止法の適用はないから、本件販

売権の付与に関し独占禁止法違反は問題とならない。したがって、Ｘの上記主張は前提を欠いて

いるといわざるを得ない」との判旨は、正当である。 

 第３に、仲裁法４４条１項６号の仲裁手続違背による仲裁判断の取消しについては、単なる手

続違反では足りず、違反結果の重大性（＝その違反がなければ仲裁判断と異なる結果を導いてい

たこと）も要求される。また、そもそも準拠実体法の解釈の誤りについては取消事由に該当しな

いとするのが通説である（高杉直「国際商事仲裁における実体準拠法決定の違反と仲裁判断の取

消」『国際公共政策研究』21巻 1号（2016）51頁、54頁および 60頁を参照）。判旨も通説に従っ

ており問題なかろう。 

 

 

５．おわりに 
 

 仲裁判断で敗れた当事者は、その仲裁判断の失効を求めて、仲裁判断の取消申立てを行うこと

が多い。その際に頻繁に主張されるのが、公序違反と仲裁手続違背である。本件でも、この点が

主張された。 

 仲裁判断の取消申立てに対する裁判所の対応は、その国の仲裁地としての信用に影響する。仲

裁手続・仲裁判断を監督するのは、仲裁地国の裁判所だからである。日本の裁判所は、能力の点

でも清廉性の点でも、世界の中で最も高い評価を得ている裁判所の１つであると思われる。本決

定のように適切な判断を続けることで、将来の仲裁地としての日本の評価も高まるであろう。 
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